
平 成 2 4 年 度 一 般 会 計 決 算 概 要

３５１億６,２１４万円　　
の使いみち

３５１億６,２１４万円　　
の使いみち

３５１億６,２１４万円　　
の使いみち

歳 入 の 状 況

市民税   
99億1,046万6千円
固定資産税   
83億5,083万4千円
軽自動車税            
8,338万2千円
市たばこ税   
7億6,728万8千円
都市計画税   
11億9,433万2千円　

市税
203億 
630万2千円
（56.0%）

国庫支出金      
51億4,867万6千円
（14.2%）県支出金　　　　　　

21億3,992万8千円
（5.9%）

市債　　　　
21億1,418万4千円
（5.8%）

諸収入　　　　　
11億7,735万円
（3.3%）

繰越金　　　　　
11億1,888万3千円
（3.1%）

地方消費税交付金
10億1,356万6千円
（2.8%）

使用料及び手数料
7億4,951万2千円
（2.1%）

地方交付税
6億2,535万1千円
（1.7%）

その他　　　　　
18億4,446万9千円
（5.1%）

決算額
362億3,822万1千円
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市民１人当たりの市税負担額 154,504円

都市計画税

９，０８７円

市たばこ税

５，８３８円

軽自動車税

６３４円

固定資産税

６３，５３９円

市民税

７５，４０６円

それいゆぷらざ（女性センター）

平成２５年３月３１日現在
人口 １３１，４２９人

平成２４年度一般会計の歳入の決算額は、３６２億３，８２２万
１千円で、２３年度比１億４４０万２千円（０．３％）の減となり
ました。この主な要因は、地方特例交付金や国庫支出金、
財産収入などが減少したことによります。
歳出の決算額は、３５１億６，２１４万円で、２３年度比６，１６０

万円（０．２％）の減となりました。この主な要因は、児
童手当や第五小学校改築事業の減少などによります。

問／財政課 �４６３―３１７９
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３５１億６,２１４万円　　
の使いみち

決算額
351億6,214万円

歳 出 の 状 況

民生費           
160億
7,005万5千円
（45.7%）

教育費
40億

7,998万円
（11.6%）

総務費        
39億2,022万1千円
（11.1%）

公債費          
31億5,572万円
（9.0%）

土木費          
31億4,717万8千円
（9.0%）

衛生費          
29億29万3千円
（8.2%）

消防費         
12億5,093万9千円
（3.6%）

その他         
6億3,775万4千円
（1.8%）
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対前年比
（％）

１０９．３

８９．５

１０４．８

１１２．０

歳出決算額

１１９億６６８万２千円

１４億７３８万８千円

４８億８，５９０万１千円

９億３，１２７万２千円

対前年比
（％）

１０５．７

９１．９

１０８．２

１１１．９

歳入決算額

１２１億９，２０１万６千円

１５億１，０４０万５千円

５０億８，６０６万８千円

９億３，７４９万９千円

会計名

国民健康保険

下水道事業

介 護 保 険

後期高齢者
医 療

歳出のうち、第４次総合振興計画基本
構想にかかわる主なもの（１万円未満切り捨て）
都市づくり

�わくわく田島緑地駐車場の整備 ２，４９３万円
�落橋防止対策事業（黒目橋、大橋） １，２６２万円
�景観まちづくり推進事業（景観計画策定） １７１万円
�（仮称）基地跡地公園・シンボルロード整備事業 ４８８万円
�道路新設改良事業（改良工事、歩道整備工事、
舗装工事、用地取得） ２億３，９８３万円

�街路事業（緑ヶ丘通線、観音通線、駅西口富士見通線、
駅東通線、岡通線の整備） ５億８，８８１万円
生活環境づくり

�防災対策の強化（備蓄資機材の充実、耐震診断および耐震
改修補助、耐震シェルター・耐震ベッド設置補助など）

３，９９６万円
�防災ラジオの配付 １，３０７万円
�太陽光発電システム設置費補助 ２，０００万円
�消費生活相談制度の充実 ６９２万円
社会づくり

�朝志ヶ丘放課後児童クラブ保育室の移転改築 ５９１万円
�後期高齢者人間ドック検診費補助 １０万円
�後期高齢者日帰り入浴施設利用補助 ５３万円
�安心見守り連絡カードの配付 ４７万円
�障害者緊急通報システムの無料設置 １３万円
�高齢者肺炎球菌予防接種補助 ２１６万円
�各種健康診査の実施（母子健康相談、
妊婦一般健康診査、がん検診など） ７億６，６３７万円
人づくり

�特色ある学校づくり支援（小学校低学年複数担任制、
あさか・スクールサポーターなど） ５，２９１万円

�教育振興基本計画の策定 ３３万円
�小・中学校冷感スカーフ配付事業 １６４万円
�小・中学校空気調和設備整備事業 ５，２５５万円
�第五小学校改築事業 ９，５６２万円
�放課後子ども教室事業 ２１９万円
�公園体育施設改修事業 ２，４７８万円
産業づくり

�朝霞駅南口駅前通りアメニティーロード化（基本設計）
２９８万円

�地産地消推進に対する補助制度の実施 ６万円
�市内金融機関との連携による低利事業資金融資の提供

１億５１７万円
�勤労者支援の推進（就職支援相談、内職相談、
障害者就労支援など） １，５１７万円
地域づくり

�町内会、自治会等への補助 ３，４９５万円
�市民まつり（彩夏祭）への助成 ２，１００万円
�（仮称）朝霞市女性センターの設置 ３，５４１万円
�多文化推進サポーター制度の導入 ３万円
放射性物質対策事業

�保育園給食食材放射性物質の測定 ３７１万円
�空間放射線量の測定 ５万円
�焼却灰の放射性物質濃度の測定 ４５万円
�小・中学校プール水の放射性物質濃度の測定 １５万円
�小・中学校給食食材放射性物質の測定 １９６万円

市民１人当たりに使われたお金 267,537円
その他

４，８５２円

消防費

９，５１８円

衛生費

２２，０６７円

土木費

２３，９４６円

公債費

２４，０１１円

総務費

２９，８２８円

教育費

３１，０４３円

民生費

１２２，２７２円

※パーセント表記のものについては、小数点以下第２位を四捨五入してい
ます。

問…問い合わせ

特別会計決算額
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市民サービスの経費はどれくらい？ いくつか例を挙げてみました市民サービスの経費はどれくらい？ いくつか例を挙げてみました

0.800
0.850
0.900
0.950
1.000
1.050
1.100
1.150

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度

朝霞市
県内市平均

1.142 1.147
1.102

1.046
0.985

0.949 0.945 0.912
0.881

78.0

83.0

88.0

93.0

98.0

２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度

朝霞市
県内市平均

87.2
88.9 

94.8 
93.0 93.7 

89.6 90.5 

88.2 
90.1 

実質赤字比率 「 － 」（１２．３０％）
実質赤字比率は、一般会計等を対象とした実質赤字額の標準財政
規模（一般財源の標準規模）に対する比率です。
連結実質赤字比率 「 － 」（１７．３０％）
連結実質赤字比率は、全会計を対象とした実質赤字額（または資
金不足額）の標準財政規模に対する比率です。
実質公債費比率 ４．１％（２５．０％）
実質公債費比率は、一般会計等が負担する地方債の償還金等の標
準財政規模に対する比率です。
将来負担比率 ５１．３％（３５０．０％）
将来負担比率は、一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の標
準財政規模に対する比率です。

児童生徒の学校給食
１人当たり１年間
9万6,152円

学校給食費の決算額（１０億１，４７８万９千
円）を学校給食基本調査人数（１０，５５４人）
で割りました。

道路改良
1メートル当たり
4万6,684円

道路改良の経費（３６６万円）を整備延長
（７８．４ｍ）で割りました。

公債費
1人当たり
2万7,842円

公債費（水道事業以外の特別会計を含
む）の決算額（３６億５，９２７万５千円）を
人口（１３万１，４２９人）で割りました。
※公債費とは、借入金の返済経費をいいます。

中学生
１人当たり１年間
12万1,948円

中学校費の決算額（４億１，１３２万９千円）
を学校基本調査人数（３，３７３人）で割り
ました。

歩道整備
1メートル当たり
6万7,960円

歩道整備の経費（８７２万６千円）を整備延
長（１２８．４ｍ）で割りました。

図書館図書購入の
1人当たり1年間
250円

図書館図書購入の決算額（３，２８７万７千
円）を人口（１３万１，４２９人）で割りました。

小学生
１人当たり１年間
９万6,769円

小学校費（学校建設費を除く）の決算額
（６億９，４８９万８千円）を学校基本調査人
数（７，１８１人）で割りました。

放置自転車撤去
1台当たり
1万6,479円

放置自転車撤去費用（３，２４６万３千円）を
年間撤去台数（１，９７０台）で割りました。

ごみ処理
1人当たり
1万1,943円

清掃費（し尿処理経費除く）の決算額（１５
億６，９７０万１千円）を人口（１３万１，４２９人）
で割りました。

財政力指数 0.985

経常収支比率 93.7％

健全化判断比率

※上記の各項目の積算にあたっては、歳入は考慮していません。

＜平成２４年度 決算に基づく指標＞

健全化判断比率とは、「地方公共団体の財政
の健全化に関する法律」に基づき、地方財政の
早期の健全化を図るために定められた新たな指
標です。
〔参考〕（ ）内の数値は朝霞市の早期健全化

基準を表しています。また、実質赤字
比率、連結実質赤字比率については、
赤字額がないため「－」と表記してい
ます。

財政力指数は、標準的な行政活動を行うのにどれだけ
自力で財源を調達できるかを表した指標です。
〔参考〕平成２３年度は、財政力指数の高い順（良い方）

からみて、朝霞市は県内３９市中３番目でした。

経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断するための
比率で、人件費や扶助費（社会福祉のために支出される
お金）などの経常的な経費に、地方税などの経常的一般
財源がどの程度充当されているかをみる指標です。
〔参考〕平成２３年度は、経常収支比率の低い順（良い方）

からみて、朝霞市は県内３９市中３６番目でした。
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